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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年７月２５日（平成３０年（行情）諮問第３１１号） 

答申日：令和元年１０月２５日（令和元年度（行情）答申第２６９号） 

事件名：財政法４６条の４等の規定により電磁的方法で提出された電磁的記録

の名称が分かる文書の不開示決定に関する件 

 

答 申 書 

第１ 審査会の結論 

「財政法第４６条の４，会計法第４９条の４の規定により，平成２９年

度に電磁的方法で提出された電磁的記録の名称が分かるもの。（平成３０

年１月分）」（以下「本件対象文書」という。）につき，開示請求に形式

上の不備があるとして不開示とした決定は，取り消すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年

４月１０日付け大開第２９－２１１号により，大阪労働局長（以下「処分

庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，

その取消しを求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

現在の業務の多くが電磁的方法によって行われるため，電磁的方法で提

出されたものがないとは考えられません。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，平成３０年２月１２日付け（同月１３日受付）で処分

庁に対し，法の規定に基づき本件対象文書に係る開示請求を行った。 

（２）これに対して，処分庁が開示請求に形式的な不備があるとして不開示

の原処分を行ったところ，審査請求人はこれを不服として，平成３０年

４月３０日付け（同年５月１日受付）で本件審査請求を提起したもので

ある。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求について，原処分は妥当であると考える。 

３ 理由 

 （１）本件審査請求に係る求補正の経緯について 
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   ア 処分庁は，本件開示請求書の「請求する行政文書の名称等」に記載

された内容から文書を特定することが極めて困難であったことから，

平成３０年３月１４日及び同月２７日付けで，相当の期間を定めて

補正を求めた。 

   イ しかしながら，審査請求人から本件対象文書の特定につながる回答

はなく，補正に応じる意思は認められなかった。 

     したがって法４条１項２号に掲げる事項が記載されていると認めら

れないことから，開示請求に形式上の不備があるとして，同年４月

１０日付けで不開示の原処分が行われたものである。 

（２）原処分の妥当性について 

   ア 文書の特定について 

     審査請求人は，「財政法第４６条の４，会計法第４９条の４の規定

により，平成２９年度に電磁的方法で提出された電磁的記録の名称

が分かるもの。」の開示を求めているが，処分庁においては，その

文書名称の一覧やまとめたものは作成していない。大阪労働局にお

いては，様々な案件について，多くの起案，決裁を行っており，開

示請求している行政文書の内容が包括的かつ膨大であるため，対象

行政文書を特定することは難しい。 

     また，決裁文書の管理は，一元化して特定の部署で管理しているわ

けではなく，本件開示請求書に記載された文言によってのみ該当す

る文書を特定しようとすれば，処分庁は大阪労働局内において，そ

の保有する決裁文書を全て確認しなければならない。 

     法が，開示請求者に対し，開示請求に係る行政文書を特定するに足

りる事項の記載を求める趣旨は，開示請求制度の適正かつ円滑な運

用のためであると解されるところ，このような包括的な請求は，探

索する対象文書の量が膨大となり，行政の事務遂行に支障を生じる

ことが想定されることから，法４条１項２号に規定する行政文書の

名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するに足りる事項が記

載されているとは認められない。 

   イ 補正の手続について 

     行政機関の長は，法４条２項の規定により開示請求書に形式上の不

備があると認めるときは，開示請求者に対し，相当の期間を定めて，

その補正を求めることができるとされている。また，この場合にお

いて，行政機関の長は，開示請求者に対し，補正の参考となる情報

を提供するよう努めなければならないとされている。 

     本件開示請求において，処分庁は，開示請求書に記載された内容か

ら本件対象文書を特定することが極めて困難であったため，審査請

求人に対し，行政文書ファイル管理簿上の行政文書ファイル名を引



          

 3 

用する，あるいは平成２９年度の処分庁の行政運営方針を参考にす

るなど，例を示しつつ相当の期間を定めて補正を求めている。 

     このような経過を踏まえれば，処分庁において，文書を特定するた

めに必要な手続は適正に行われたことが認められる。 

 ４ 結論 

以上のとおり，本件開示請求については，開示を求める行政文書の特定

が不十分であり，これに対する補正の求めも適切に行われていることから，

原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年７月２５日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 令和元年９月２５日   審議 

   ④ 同年１０月２３日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件対象文書について，処分庁は，開示請求に形式上の不備があり，本

件対象文書を特定することができないとして，不開示とする原処分を行い，

諮問庁も原処分を妥当としているので，以下，原処分の妥当性について検

討する。 

なお，審査請求人は，審査請求書（上記第２の２）において，現在の業

務の多くが電磁的方法によって行われるため，電磁的方法で提出されたも

のがないとは考えられないとしているが，本件審査請求を提起するまでの

経緯を踏まえれば，原処分の取消しを求めて，本件開示請求により文書の

特定が可能である旨主張しているものと解される。 

２ 原処分の妥当性について 

（１）求補正の経緯等について 

諮問庁による理由説明書（上記第３の３（１））及び当審査会におい

て諮問書に添付された求補正関連文書を確認したところによると，処分

庁は，本件開示請求書の記載から本件対象文書を特定することが極めて

困難であるとして，相当の期間を定めて２回補正を求めたが，審査請求

人からは，これに対する平成３０年４月８日付け回答書において，同年

１月分に請求範囲を限定する旨の回答があったものの，文書の特定につ

ながるまでの回答は得られなかったとするものである。 

（２）形式上の不備について 

諮問庁は，理由説明書（上記第３の３（２））において，処分庁にお

いては，様々な案件について，多くの起案，決裁を行っており，開示請

求されている行政文書の内容が包括的かつ膨大であるため，本件対象文
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書を特定することは難しく，その保有する決裁文書を全て確認しなけれ

ばならない旨説明する。 

そこで，以下，本件開示請求の形式上の不備について検討する。 

ア 本件開示請求書には，「財政法第４６条の４，会計法第４９条の４

の規定により，平成２９年度に電磁的方法で提出された電磁的記録の

名称がわかるもの。（電磁的記録の名称の一覧等がない場合は，電磁

的記録の開示をお願いします。同じ名称の電磁的記録が複数ある場合

は，任意の１つの開示で結構です。）（平成３０年１月分）」と記載

されている。 

イ 財政法４６条の４第１項及び会計法４９条の４第１項では，「この

法律又はこの法律に基づく命令の規定による書類等の提出については，

当該書類等が電磁的記録で作成されている場合には，電磁的方法（中

略）をもつて行うことができる」と定められ，これらの場合の「電磁

的方法」とは，いずれも「電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であつて財務大臣が定めるもの」とさ

れている。 

この規定を受けて，予算及び決算に係る情報通信の技術の利用に関

する対象手続等を定める省令（平成１５年財務省令第２４号。以下

「省令」という。）１条２項では，電磁的記録の作成に用いる電子

情報処理組織として，①「財務省に設置される各省各庁又は政府関

係機関の利用に係る電子計算機と各省各庁の官署又は政府関係機関

に設置される入出力装置並びに会計検査院及び日本銀行の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織」及び

②「行政機関等の使用に係る電子情報処理組織」の２つを挙げてい

る。また，提出の電磁的方法としては，省令２条１項において，①

作成された電磁的記録をこれらの「電子情報処理組織を使用して提

出する方法」及び②これらの「電子情報処理組織を使用して作成さ

れた磁気テープ又は光磁気ディスクにより提出する方法」の２種類

の方法が定められている。 

ウ 上記イの法令の規定に基づく大阪労働局における対応状況について，

当審査会事務局職員をして諮問庁に対し詳細な説明を求めさせたとこ

ろ，おおむね以下のとおり説明する。 

財政法令及び会計法令の規定により大阪労働局から厚生労働省本省

等に提出する手続において，大阪労働局が利用しているのは，官庁

会計システム（ＡＤＡＭＳⅡ）である。厚生労働省本省への提出は，

総務部会計課において，当該システムを利用する方法で行っており，

磁気テープ又は光磁気ディスクにより提出したものはない。 

また，当該システムを利用して提出した電磁的記録について，その
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一覧表を出力することは，システムの仕様上できないが，提出した

電磁的記録を個々に出力することは可能である。 

エ 上記アないしウを踏まえると，本件対象文書に該当する文書は，具

体的には，①大阪労働局の総務部会計課において，②官庁会計システ

ム（ＡＤＡＭＳⅡ）を利用して，③財政法令及び会計法令の規定に基

づく平成３０年１月分の提出書類として，平成２９年度中に提出され

た電磁的記録であると解される。このため，審査請求人に対して改め

て補正を求めるまでもなく，当該システムを探索すれば，本件対象文

書に該当する電磁的記録を特定することは可能であるものと認められ

る。 

（３）したがって，本件開示請求に行政文書の不特定という形式上の不備

があるとして不開示決定をしたことは妥当ではなく，本件対象文書

を特定して，改めて開示決定等をすべきであるから，原処分を取り

消すべきである。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，開示請求に形式上の不備が 

あるとして不開示とした決定については，開示請求に行政文書の不特定

という形式上の不備があるとは認められず，本件対象文書を特定して，

改めて開示決定等をすべきであることから，取り消すべきであると判断

した。 

（第３部会） 

委員 高野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 

 


